
























































































出を受け６、1968 年 12 月、西九州沖合に鉱区を申請した。続いて、1969 年と 1970 年に
は、帝国石油が鉱区申請の出願を行った。日本の石油会社が次々と鉱区申請の出願を行う
４　1970 年1月1日施行、法律第 2184 号。現行法は、2011 年４月 14 日施行、法律第 10596 号。全
文 38 条と附則から成る。총무처 국무회의록（제 28 회）3-1한국해저개발구역내에서의 석유탐사 
및 생산에 관한 협약서（1969）、pp.21-23。




































４月のガルフ社に続き、1969 年 12 月には、翌 1970 年初めにも、カルテックス（Caltex）
やロイヤル・ダッチ・シェル（RoyalDutchShell）など２つの石油会社と大陸棚探査お
よび開発協約を締結して、海底石油資源開発を本格させる計画が進んでいた。1969 年 12
月 20 日、「海底鉱物資源開発法」が韓国国会を通過し、1970 年1月1日には「海底鉱物
７　『産経新聞』1969 年３月 28 日朝刊。
8　아주국정「대륙붕 개발 계획에 관련한 일본 정부의 문의」1969.4.2、大韓民国外務部外交文書


















い考え 13 を伝えた。しかし、韓国は日本の提案を拒否した。それは、韓国が 1958 年に締
結された大陸棚条約に加入しておらず、同条約の規定に従う必要がなかったという点が
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PhillipsOilCompany）と「石油探査および開発についての協約」を締結した。協約内容
は、第７鉱区約７千平方㎞を、探査期間8年、生産期間 30 年行うとするものだった 17。こ























17　『毎日經濟新聞』1970 年9月 24 日。協約全文は、東北亜州課『한국해저개발구역내에서의 
석유탐사 및 개발：1970』大韓民国外務部外交文書登録番号3890、168-185。日本でも例えば『朝日新聞』
1970 年9月 25 日で同様の内容が報道された。
18　『朝日新聞』1970 年 10 月 16 日朝刊。
19　木村大臣代理「日韓定期閣僚会議（コミュニケ案）」昭和 46 年（1971 年）７月 22 日、日本政府
外交文書『日韓関係（第５回日韓定期閣僚会議［1］2010-3961、SA、1、２、２（以下、『日韓関
係（第５回日韓定期閣僚会議［1］）』）。




ついて「日本側案を削除」21 とし、新たに 13 項を設け「両国間の協力」を強調する文章を
入れた 22。同案は、8月４日に日本に提示され 23、これを受けて日本は、8月9日に対案を
検討し作成した。日本側の対案は、第 12 項を韓国側の案そのままとし、第 13 項に「大陸





























25　「外務関係コミュニケ作成メモ」および「外務起草委員会」1971 年8月 20 日、『日韓関係（第５
回日韓定期閣僚会議［1］）』。




























27　『京鄕新聞』1970 年8月 25 日。朴（2001）、p.104、矢次一夫「海洋の共同開発案」『新国策8月
25 日号』第 37 巻第 24 号通巻第 614 号（国策研究会、1970）。
28　「海洋の共同開発案」趣旨、大韓民国外務部外交文書登録番号 3518『한일 협력위원회 
상임위원회、제 3-5 차、1970』（以下、『한일 협력위원회 상임위원회、제 3-5 차、1970』）、92-95。
29　『京鄕新聞』1970 年8月 25 日。
30　同上。
31　주일대사「한일협력위 제４차 상임위 자료」1970.8.7、『한일 협력위원회 상임위원회、제 3-
5 차、1970』、107。

































































































42　외무부「제６차 한일정기각료회의 양국을 둘러싼 국제정세와 한일 양국간 문제（정치관계）에 
관한 아국의 기본 입장（설명자료）」1972.8.25、大韓民国外務部外交文書登録番号 4948、




44　외무부「제６차 한일정기각료희의 양국을 둘러싼 국제정세와 한일 양국간 문제（정치관계）에 














































































55　北沢洋子「日韓大陸棚の“黒い海流”」『潮』214（1977）、p.203。1976 年 10 月 22 日に開催され
た衆議院外務委員会において、正森成二衆議院議員の質問に対する大森アジア局次長の答弁。





















民国外務部外交文書登録番号 8043（4940）『한・일본 협력위원회 합동상임위원회、1975』（以下、
『한・일본 협력위원회 합동상임위원회、1975』）、53 および韓日協力委員會事務局「−韓日協力委員會
−第 13 回合同常任委員會會議録（要點記録）」、『한・일본 협력위원회 합동상임위원회、1975』、84-86。
57　외무부 아주국「한국근해 대륙붕 개발에 관련된 문제」1975.9.10、『한국 근해 대륙붕 개발에 




昭和 47 年（1972 年）9月8日、日本政府外交文書、『日韓関係（第６回日韓定期閣僚会議［1］』）、
『ソウル新聞』『京鄕新聞』『東亜日報』『毎日經濟新聞』『中央日報』『韓国日報』『朝鮮日報』（1972
年9月５、６、７日）の各紙）と否定的な評価にとどまった。
59　重化学工業宣言は、1972 年 10 月に朴大統領が発表した「大統領特別宣言」に端を発する
「 維 新 」 体 制 を 正 当 化 す る た め に 採 ら れ た 事 後 的 措 置 の 性 格 を 帯 び て い た（ 최 연 식


































（주일대사관「남북 공동성명과 일본의 대한반도 정책」1972.7.7、大韓民国外務部外交文書登録番
号 4852『일본의 대한정책、1972』、12-13。
61　 기 미 야 다 다 시「 박 정 희 정 권 과 한 일 관 계 냉 전 인 식 을 둘 러 싼 공 감 과 괴 리 
사이에서」국민대일본학연구소 편『박정희 시대 한일관계의 재조명』（선인、2011）、pp.40-42。
62　同上、p.44。

















63　亜洲局「日側大陸棚開発実務調査団訪韓計画」、『일본 대륙붕개발 실무조사단 방한、1977-1978.
3-7』大韓民国外務部外交文書登録番号 17919・10977、108-110（韓国語）および 111-113（日本
語）。
64　헨리 키신저「平和追及와共同利益」『세대』제 12 권 통권 136 호（1974）、p.115。
